
 
 

「歴史的緊急事態」について 
 

○行政文書の管理における「歴史的緊急事態」について（令和２年３月 10日閣議了

解） 

 

今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態は、行政文書の管理に関するガイド

ライン（平成 23年４月１日内閣総理大臣決定）に規定する「歴史的緊急事態」に該

当するものとする。 

 

 

○行政文書の管理における「歴史的緊急事態」の決定について（令和２年３月 10日

内閣府特命担当大臣（公文書管理担当）） 

 

今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態については、「行政文書の管理におけ

る「歴史的緊急事態」について」（令和２年３月 10 日閣議了解）に基づき、行政文

書の管理に関するガイドライン（平成 23年４月１日内閣総理大臣決定）に規定する

「歴史的緊急事態」に該当するものとする。 

 
【参考】行政文書の管理に関するガイドライン（抜粋） 

 

第３ 作成 

≪留意事項≫ 

＜歴史的緊急事態に対応する会議等における記録の作成の確保＞ 

○ 国家・社会として記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社会的な影響が大きく

政府全体として対応し、その教訓が将来に生かされるようなもののうち、国民の生命、身体、財

産に大規模かつ重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急事態（以下「歴史的緊急事態」

という。）に政府全体として対応する会議その他の会合（第３及び第８の留意事項において「会議

等」という。）については、将来の教訓として極めて重要であり、以下のとおり、会議等の性格に

応じて記録を作成するものとする。 

  なお、個別の事態が歴史的緊急事態に該当するか否かについては、公文書管理を担当する大臣

が閣議等の場で了解を得て判断する。 

① 政策の決定又は了解を行う会議等 

国民の生命、身体、財産に大規模かつ重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急事態

に政府全体として対応するため、政策の決定又は了解を行う会議等 

（作成すべき記録） 

開催日時、開催場所、出席者、議題、発言者及び発言内容を記載した議事の記録、決定又は

了解を記録した文書、配布資料 等 

② 政策の決定又は了解を行わない会議等 

国民の生命、身体、財産に大規模かつ重大な被害が生じ、又は生じるおそれが ある緊急事

態に関する各行政機関の対応を円滑に行うため、政府全体として情報交換を行う会議等であり、

政策の決定又は了解を行わないもの 

  （作成すべき記録） 

   活動期間、活動場所、チームの構成員、その時々の活動の進捗状況や確認事項（共有された
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確認事項、確認事項に対して構成員等が具体的に採った対応等）を記載した文書、配布資料 等 

○ なお、設置又は開催当初は政策の決定又は了解を行わない会議等であっても、その後、政策の

決定又は了解を行うこととなった場合には、上記①の記録を作成するものとする。 

○ このため、歴史的緊急事態に対応する行政機関においては、当該事態に対応する会議等につい

て、事前にマニュアル等を整備又は改正し、作成すべき記録、事後作成の場合の方法・期限（原

則３か月以内とし、３か月を超えても作成することが困難であることが想定される場合は、事

後作成に支障を来さないようにするための措置を講ずることを明確にする。）、記録の作成の責

任体制、記録の作成も含めた訓練等を行うことを明確化する等の措置を講ずる必要がある。な

お、事後の点検等については、第８の留意事項を参照すること。 

 

別表第２ 保存期間満了時の措置の設定基準 

２ 具体的な移管・廃棄の判断指針 

 (2) 政策単位での保存期間満了時の措置 

① 国家・社会として記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社会的な影響が大きく

政府全体として対応し、その教訓が将来に活かされるような以下の特に重要な政策事項等に関

するものについては、１の基本的考え方に照らして、(1)①の表で「廃棄」とされているものも

含め、原則として移管するものとする。 

（災害及び事故事件への対処） 

阪神・淡路大震災関連、オウム真理教対策、病原性大腸菌Ｏ１５７対策、東日本大震災関連等 

（我が国における行政等の新たな仕組みの構築） 

中央省庁等改革、情報公開法制定、不良債権処理関連施策、公文書管理法関連、天皇の退位等 

（国際的枠組みの創設） 

気候変動に関する京都会議関連施策、サッカーワールドカップ日韓共催、2020年東京オリンピック・

パラリンピック等 

 
 


